別記様式第13号（第26関係）
令和元年度補助金等支出明細書
	１．補助金等の名称
	

	２．事業の目的及び内容     

	
	⑴　目的
	

	
	⑵　具体的な内容
	

	３．交付先の特例民法法人の名称
	

	４．交付実績額
	千円(A)

	５．補助金等における管理費

	
	⑴　人件費
	千円

	
	⑵　一般管理費
	千円

	
	⑶　その他管理費

	
	
	内　　　容
	金　　額

	
	
	
	千円

	
	
	
	千円

	
	
	
	千円

	
	
	合　　　計
	千円

	
	　　　合　　　計
	千円

	６．外部への支出

	
	⑴　外部に再補助等されているものに関する支出

	
	
	支　出　内　容
	支　出　先
	金　　額

	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	千円

	
	
	合　　　計
	
	千円(B)

	
	⑵　⑴以外の支出

	
	
	支　出　内　容
	支　出　先
	金　　額

	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	千円

	
	
	合　　　計
	
	千円(B)

	７．その他

	
	内　　　容
	金　　額

	
	
	千円

	
	
	千円

	
	
	千円

	
	合　　　計
	千円

	８．再補助等の割合
	％(B/A)


(注)
１　「5.補助金等における管理費」について、「⑴人件費」には、当該補助金等の事業に携わる当該特例民法法人の職員等の人件費を、「⑵一般管理費」には、当該補助金等の事業について見込まれる一般管理費（賃借料、光熱水料費、租税公課等）を記入する。なお、前二者に該当しない当該補助金等に係る管理費がある場合には、「⑶その他の管理費」に、内容を明らかにした上で、その金額を記入する。
２　「6.外部への支出」については、当該補助金等の目的たる事業に関し外部に支出されるものについて、「⑴外部に再補助等されているものに関する支出」及び「⑵⑴以外の支出」に分類し、支出内容、支出先を明らかにした上で、その金額を記入する。
　　「外部に再補助等されているものに関する支出」とは、①当該特例民法法人から第三者に交付されている補助金等、②補助金等の交付目的たる事業の主たる部分について、第三者が業務を担うもの、とする。
なお、「補助金等の交付目的たる事業の主たる部分について、第三者が業務を担うもの」に該当しないため、「⑵⑴以外の支出」に該当すると考えられる例は以下のとおりである。ただし、これらについても、当該業務の発注や手配等を第三者に代行させ、当該特例民法法人から直接支出してない場合、あるいは当該補助金等の交付目的との関係によっては、「⑵⑴以外の支出」に該当しない場合もある。
<「⑵⑴以外の支出」の具体例>
旅費、郵送費及び通信費、調査委員会委員への謝金、調査研究事業における報告書印刷費、会場借料、文献収集費、翻訳料／通訳料
３　「6.外部への支出」における「支出先」は、会社等の具体的名称を記入するのではなく、食品製造会社、建設会社、農協、都道府県等、当該会社等の所属業界が分かるように記入する。
４　「7.その他」については、「5.補助金等における管理費」、「6.外部への支出」に該当しないその他の経費について、内容を明らかにした上で、その金額を記入する。
５　「8.再補助等の割合」については、「4.交付実績額」に対する「6.⑴外部に再補助等されているものに関する支出」の割合により計算する。
